
まもろう平和・なくそう原発 inこうち part２基調

「まもろう平和！なくそう原発 inこうち」の集会は、昨年１１月２４日に続いて２回目です。
昨年７月１日、「集団的自衛権行使容認の閣議決定」が行われ、今年９月１９日に「戦争法」

が強行可決されました。そして、１０月には愛媛の中村知事が伊方原発の再稼働を容認し、続

いて高知の尾﨑知事も「安全対策は合理的」「再稼働はやむを得ない」と態度表明をしました。

原発はなくても電力は足りているし、原発をやめればむしろ電気料は下がる。原発稼働には何

の正当性もありません。辺野古新基地をあくまで強要する政府は、翁長知事による「埋め立て

承認取り消し」に対し、行政代執行をかけるとし、裁判闘争が行われている今もキャンプシュ

ワブゲート前・辺野古沖海上で抗議を続ける人々を暴力で排除し、工事を強行し続けています。

私たちの運動の原則は、４つです。「忘れない」「諦めない」「騙されない」「手をつなぐ」です。 

私たちは、歴史の傍観者になってはいけません。歴史の当事者であり、歴史を自ら作る者た

ちです。

安倍内閣の悪政の構図は、反知性主義であると同時に国民主権、立憲主義否定の神輿の上に

乗ったファシズム政策です。その同じ神輿の上に、原発再稼働、沖縄の辺野古新基地建設、秘

密保護法、ＴＰＰが乗っかっています。そして、その神輿の担ぎ手は、日本会議などに属する

歴史修正主義者、軍事産業に活路を見出す巨大企業、金融資本。そして、権力の監視ができな

いマスコミなどです。

私たちは２０１３年７月の参議院選挙、２０１４年１２月の衆議院選挙と苦い政治的な経験

をしました。原発再稼働、平和の危機が迫り、国民的な運動が盛り上がる中での政治的な敗北

であります。

私たちは、三度目の敗北を喫する訳には行きません。

「戦争をする国」の構成要素は３つです。１つは、戦争を欲する権力者。２つ目は、戦争を

遂行する軍隊とその法体系。３つ目は、戦争に歓喜する国民、少なくともそれを黙認する国民

です。

私たちは、選挙と言う民主主義的手段でそういう権力者を選びました。そしてその権力者が、

「多数」を暴力として使い戦争法を強行しました。そして、その内閣が依然、高い支持率を維

持しています。私たちは、そのことに重大な注意を払う必要があります。

戦争法強行、原発再稼働はじめ個別の政策には、国民多数が反対しています。これら悪政の

根っこは一つ、アベ政治そのものです。しかし、安倍内閣不支持、安倍内閣打倒には必ずしも

ならない。ここが、問題です。

安倍首相がやりたいこと（目的）は、「九条明文改憲」です。そのためには政権維持、高支持

率が必要。アベノミクスはそのための手段です。

そのためにやっているのが、「円安・株高」政策であり、景気を良くした「ふり」です。

もう一つが、国民向けの政策の「やったふり」です。

賃金も、最賃も上げる「振り」をする。「低所得者対策」と称して３万円の年金給付金も配る

し、「軽減税率」も検討し、やる「ふり」をする。原発を再稼働させるため、「世界一厳しい基

準」だとうそぶいて原発の審査も「したふり」をする。住民合意も「得たふりをする」。

こうして、アベノミクスの「ごった煮」が出来上がる訳です。これが、国民の目をくらまして

います。

「騙されない」これが、３つ目の合言葉となります。

私たちには理論だけではなく、展望が必要です。それが、最後の合言葉の「手を結ぶ」です。

私たち国民には、安倍政治に代わる政治的な受け皿が、必要です。だから、私たち憲法アクシ

ョンは、「野党は団結せよ」のアピールを出し、県内政党に団結を呼びかけ行動しています。来

年７月の参議院選挙で野党は、戦争法廃止の一点で無条件に団結する必要があります。そうし

なければ、国民に見放される、そのことを肝に銘じるべきです。３度目の政治的敗北は、「民主



主義の死」を意味します。原発再稼働の全国展開、原発依存社会への逆行を意味します。    

私たちには３度目の敗北は許されません。

私たちには、「戦争法廃止」の共闘の流れを全国に発信する使命があります。何故なら、私た

ちは全国より一歩先を行っているからです。

９月１９日を「民主主義が死んだ日」ではなく、「新たな民主主義の誕生の日」とするため、奮闘しまし

ょう。福島の人々と連帯し、伊方原発の再稼働を阻止し、豊かな高知の自然を次の世代に引き継ぎ、

自然エネルギーの花開く高知を作りましょう。沖縄の人々を孤立させず、全国で、高知で辺野古新基

地反対の世論を作る努力を続けましょう。 

平成の自由民権運動を高知から全国に発信しましょう。政治を私たちの手で動かしていきましょう。 

集会宣言（案）

 私たちは、2015 年 9 月 19 日という日を決して忘れません。国家権力の横暴さをまざまざと

みせつけられた日です。安保関連法は、自衛隊が地球の裏側まで米軍と一体となって戦争がで

きる体制を確立する戦争法にほかならず、憲法違反・立憲主義否定というだけでなく、その成

立過程はこの国の民主主義を踏みにじるものでした。私たちは、このことに満身の怒りを持っ

て抗議します。 

辺野古新基地をあくまで強要する政府とこれを拒否する沖縄県の対立は、翁長知事による「埋

め立て承認取り消し」、国による行政代執行へと発展し、裁判闘争に入る事態となっています。 

 今日も、沖縄の人々は、ゲート前で、海上で、身体を張って抗議を続けています。海保や機

動隊はこれを暴力で排除し続けています。今、まさに辺野古新基地建設反対闘争は正念場を迎

えています。いざ戦争になれば、全国で一番基地の被害を受け、全国で一番激しく反基地闘争

をたたかっている沖縄が真っ先に犠牲になるという事実に、私たちは、真正面から向き合わな

ければなりません。 

東日本大震災から４年９ヶ月が経過しましたが、いまだに、東北全体で 23 万人の人々が故郷

に帰ることもできない状況です。福島では、約 30 万名対象の検査で、127 名の子どもたちが甲

状腺がんを発病しています。にもかかわらず、政府と福島県は、年間 20 ミリシーベルトという

「放射線管理区域」と同じ放射線量の地域に「早く帰還しろ」と迫り、被災者への生活支援費

を打ち切ろうとしています。このようなやり方は断じて許せません。 

このような中の今年 10 月 26 日、中村愛媛県知事が伊方原発３号機の再稼働を容認すること

を表明し、尾崎高知県知事もこれを追認しました。原発を再稼働しなくても、電気は十分に足

りているし、最も高い発電システムである原発をなくせば、電気料はむしろ引き下げられます。

原発の再稼働に何らの必要性も正当性もありません。あるのは、ただ原発稼働や輸出で生まれ

る巨大な利権構造を守ることだけです。  

 しかし、安倍政権のこれらの暴挙により、むしろ、国民の民主主義を守る意識は高まりまし

た。1960 年安保闘争以来といわれる大衆運動の高揚があります。多くの人々が「アベ政治を許

さない」と自発的に立ち上がっています。 

 その上に立って、来夏の参議院選挙において、自公勢力を過半数割れに追い込み、次に来る

憲法改悪を阻止しなければなりません。運動をより強くより大きなものにして世論を動かし、

その力を背景に野党共闘を実現しましょう。戦争法を廃止し、辺野古に新基地を作らせず、原

発再稼働を止めましょう。そして、この国に民主主義を取り戻しましょう。 

2015年 12月 13日

まもろう平和なくそう原発 inこうち part２参加者一同


